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２ 単身世帯 

 

(1) 四半期平均（調整係数を用いない） 

単身世帯の四半期平均値の推定では、時系列の安定性を重視する観点から、後述する年

平均の推定とは異なる。具体的には、四半期平均値の推計は、調整係数をウェイトに用い

ずに、労働力調査の集計で推定される世帯数を補助情報とした世帯分布の補正のみ行う。

世帯分布の補正は、性及び年齢階級別に行う。 

なお、この推定値は不偏推定量とはならない。 

平均値及びその標準誤差の推定式は次のとおりである。 

 

ア 平均値の推定 

全国の四半期平均（ Qx ）は次のように推定する。 

3


 d

d

Q

x
x  

Q  ：各四半期（１月～３月、４月～６月、７月～９月、10月～12月） 

dx  ：d月の全国平均の推定値 

d ：四半期に属する３か月 

 

全国の月平均は次のように推定する。 

g

g
g

g
g

gm
gmg

d

n

W
C

W

xC

x








 

g ：世帯数分布の補正区分（男女×年齢階級３区分（35歳未満、35～59歳、60

歳以上）による６区分）（以下「補正区分」という。） 

x  ：支出金額又は数量 

m  ：世帯 

W  ：調査対象世帯数（労働力調査での推定値（直近12か月平均）） 

C  ：補正係数 

n  ：集計世帯数 
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イ 推定値の標準誤差 

(ｱ) 標準誤差の推定式 

全国の月平均の推定値の標準誤差の２乗は次のように推定する。なお、実際の計算

では n の代わりに nを用いる。 

   

g

m
gm

g

g
gg

g
g

n

x
x

xW

W

x

























 22

2
2 1 

 

 x2   ：全国平均の推定値の標準誤差の２乗 

 gx2   ：g補正区分の平均値の推定値の標準誤差の２乗 

 

 gx2 は次のように求める。 

   ggg nxx 22    

 

 gg nx2  ： gn が与えられたときの gx の条件付標準誤差の２乗 

   ：母平均 

 

(ｲ) 母数の推定 

「(ｱ)」に示した推定式内の母数には、標本からの推定量を代わりに用いる。その

求め方は次のとおり。 

 gg nx2 を推定するためには、調査を行っていない市町村の評価などを行わなけ

ればならない。しかし、補正区分別、市町村別の標本数はほとんどが０から２であり、

評価の方法がないため、次の近似値で代用する。 

 

   
g

g
gg n

xVar
nx 

2
  

 gxVar  ：g補正区分の分散 
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この近似値を用いて、  gx
2

 を次のように推定する。 

   g

g

g
g xVar

n

n
x 2

2
  

支出に関する母数は次のように１か月の標本から推定する。母平均の推定量 g が

得られないときは０で計算する。また、分散の推定量  gxVar が得られないときは０

で計算する。 

 
 

g

m
ggm

g

g

m
gm

g

n

x
xVar

n

x










2




 

 

(ｳ) 母数を標本からの推定量で代用した標準誤差の推定 

「(ｲ)」で求めた母数の推定量を用いて、毎月の全国平均の標準誤差の２乗を次の

ように推定する。 

   

   g
g

g
g

g
gg

g
g

xVar
n

n
x

xW

W

x

2

2

22
2

2 1




















 






 

 

四半期平均の推定値の標準誤差の２乗は次のように推定する。 

 
  

2

2

2

3


 d

d

Q

x
x


  

 xQ
2   ：四半期平均の推定値の標準誤差の２乗 

  dx
2

  ：d月の平均の推定値の標準誤差の２乗 
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これより、四半期平均の標準誤差と標準誤差率は次のように求められる。 

標準誤差(%)    =   xQ
2  

標準誤差率(%)  =  
 

Q

Q

x

x2

100


  
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(2) 年平均（調整係数を用いる） 

年平均値の推定では、不偏性を重視する観点から世帯分布の補正に加えて調整係数を

ウェイトに用いている。単身世帯の集計における調整係数は、一般単位区の世帯について

は地方・都市階級別に算出し、寮・寄宿舎単位区の世帯については地方別に算出している。

地方・都市階級別の調整係数を巻末の別表３に示す。なお、ここでの「都市階級」は、次

に示すとおり標本設計で用いた都市階級とは異なる。 

 

都市階級 人  口  規  模  等 

大都市 政令指定都市 

中都市（県庁市） 大都市を除く人口15万以上の市のうちの県庁所在市 

中都市（県庁市以外） 大都市を除く人口15万以上の市のうちの県庁所在市でない市 

小都市・町村 人口15万未満の市及び町村 

 

平均値及びその標準誤差の推定式は次のとおりである。 

 

ア  平均値の推定値 

全国の年平均は次のように推定する。 

12


 p

p

year

x

x  

px  ： p 月の全国平均の推定値 

p  ：１月～12月 
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   全国の月平均は次のように推定する。 

 

 市の抽出率二人以上の世帯の那覇
83746

168


































































i

i
i

hi

hi
hi

i

i
ii

hi

hi
hihi

giihgi
h

hi

gi
gi

gi
gi

gmi
gmiigi

hgmi
hgmihigi

p

r

R

n

N

r

r

n

n

rn

W
C

W

xCxC

x

 

i   ：地方７区分（北海道・東北、関東、北陸・東海、近畿、中国・四国、九州、

沖縄） 

i   ：地方６区分（北海道・東北、関東、北陸・東海、近畿、中国・四国、九州・

沖縄） 

h ：都市階級区分（大都市、中都市（県庁市）、中都市（県庁市以外）、小都

市・町村） 

g ：世帯数分布の補正区分 

m  ：世帯 

C  ：補正係数 

  ：調整済み調整係数 

x  ：支出金額又は数量 

W  ：調査対象世帯数（労働力調査での推計値） 

  ：調整係数 

n  ：一般単位区の調査予定世帯数 

n  ：一般単位区の集計世帯数 

r  ：寮・寄宿舎単位区の調査予定世帯数 

r   ：寮・寄宿舎単位区の集計世帯数 

N  ：一般単位区の調査対象世帯数（標本設計時の母集団情報） 

R  ：寮・寄宿舎単位区の調査対象世帯数（標本設計時の母集団情報） 

 



 

 36

イ  推定値の標本誤差 

(ｱ) 標準誤差の推定式 

全国の月平均の推定値の標準誤差の２乗は次のように推定する。なお、実際の計算

では ih の代わりに gihi C  （一般単位区の場合）又は gii C  （寮・寄宿舎単位区

の場合）を、 ighn の代わりに ghin  （一般単位区の場合）又は gir  （寮・寄宿舎単位区

の場合）を用いる。 

 

     

 




 


























h
ighih

h m
ighmih

ig

igig
i gg

gig
ig

igig

ig
ig

n

x
x

gg

xxCovWxW

W

x







)2()1(

,
1

)2()1(
)2()1(

)2()1(
22

2
2

 

 x2   ：全国の月平均の推定値の標準誤差の２乗 

 igx2   ：i地方、g補正区分別平均の推定値の標準誤差の２乗 

 )2()1( , igig xxCov ：i地方、g(1)補正区分別平均の推定値とi地方、g(2)補正区分別平

均の推定値の共分散 

)(・g   ：補正区分１区分 

 

 igx2 と  )2()1( , igig xxCov は次のように求める。 

   

 

 

 )2()1(

,,

)2()1(,

)2(

)2()2()2(

)1(
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2
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n
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h
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h
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h
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h
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


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

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



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





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
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











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




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
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








 

  


































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






 



 

 37

 ighigh nx2  ： ighn が与えられたときの ighx の条件付標準誤差の２乗 

 ・nE   ：標本数の変動に関する・の期待値 

 ・nVar   ：標本数の変動に関する・の分散 

 ・nCov   ：標本数の変動に関する・の共分散 

)(・h   ：都市階級区分の１区分 

   ：母平均 

h   ：都市階級区分 

 

(ｲ) 母数の推定 

「(ｱ)」に示した推定式内の母数には、標本からの推定量を代わりに用いる。その

求め方は次のとおり。 

 ighigh nx2 の推定に当たっては、調査を行っていない市町村の評価などを行わな

ければならない。しかし、補正区分別、調査市町村別の標本数はほとんどが０から２

であり、評価の方法がないため、次の近似値で代用する。 

   ighighigh xVarnx 
2

  

 ighxVar  ：i地方、g補正区分、h都市階級の分散 

この近似値を用いて  igx2 を次のように推定する。 

   

   
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
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

 

 

標本数の変動に関する母数は次のように１年間の変動から推定する。ただし、

 
0




t

h
highi n のときは、その地方、補正区分、都市階級及び月を除いて計算する。 
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t  ：１月～12月 

n  ：標本数 

b ：
 

0



t

h
highi n の月数  12b  

 

支出に関する母数は次のように１か月の標本から推定する。 
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なお、母平均の推定量 igh が得られないときは０で計算する。 

また、母分散の推定量  ighxVar が得られないときは、次の式から得られる地方内

の単純不偏分散を代用する。これも得られないときは０で計算する。 
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(ｳ) 母数を標本からの推定量で代用した標準誤差の推定 

以上の母数の推定量を用いて、全国の月平均の推定値の標準誤差の２乗を次のよう

に推定する。 
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年平均の推定値の標準誤差の２乗は次のように推定する。 
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  ：p月の平均値の推定値の標準誤差の２乗 
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これより、年平均の標準誤差と標準誤差率は次のように求められる。 

標準誤差(%)    =   xyear
2  

標準誤差率(%)  =  
 

x

xyear
2

100

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